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▼２年間を振り返って
▼新年意見交換会
▼設置者研修会
▼受賞お祝い
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務局の体制の見直しを行う必要が
あります。
　平成28～29年度には横浜市にお
いて、新制度の中間見直しが実施
されます。新制度は教育・保育だ
けが対象ではありませんので、様々
な事業に過不足がないかを点検す
る作業が始まります。協会加盟園
にとって関係するのは、新制度に
移行していない園の、今後数年間
の意向確認が28年度の早い時期に
実施されます。また、現在横浜市
では認められていない、保育所が
ベースの幼保連携型認定こども園
もスタートする可能性があります。
　横浜市型預かり保育実施園は、
28年度には全市の７割近くにまで
達する見込みです。０～２歳児中
心の小規模保育事業が多くなり、
連携園として横浜市の幼稚園の存
在価値はより一層高まってきていま
す。連携によって、乳児からの子
どもの育ちを知ることで、さらに３
～５歳児の教育の質も高まるはず
です。是非とも、積極的に連携園
となっていただきたいことと、今後
は区役所や地域子育て支援拠点と
の連携も、今まで以上に取組んで
いただきたく各園・各支部にお願
い申し上げます。

事会、総会の役割も理解でき、協
会運営も軌道にのってきたように感
じます。27年度には、神奈川県の
初めての検査もありましたが、顧
問税理士のきめ細かな指導のおか
げで大きな問題はありませんでし
た。また、２名の外部監事からは
時に厳しいご意見や、アドバイス
を頂きましたが、27年度に実施し
た就職フェアも、監事からのアドバ
イスが発端にもなっていますので、
外部の方に監事にご就任いただい
た効果は大きいと思います。
　一方、協会加盟園の園児数は平
成22年の54,000名から28年度には
48,000名（見込み）となり、６年間
で6,000名の減少となりました。27
年から28年の１年間では2,000名
の園児が減少しています。横浜市
の年間出生数は、毎年3万名程度
です。３万名／年を基に考えると、
就学前３～５歳児は９万名。国は
平成29年度に保育所の利用率を、
３歳児以上で48.5％とすることを目
標として掲げています。（文部科学
省資料から抜粋）
　従って、幼稚園園児数を45～
50%程度で見込むと約４万～4.5万
名となります。そこまですぐ落ち込
むとは思えませんが、今後は園児
減少に伴う執行予算の減少という
現実を直視して、協会の事業や事

　平成26・27年度の２年間は、新
制度への準備と実施に伴い、苦労
の多い２年間でした。
　平成26年度中は、横浜市の子ど
も・子育て会議や、幼稚園に関係
の深い案件を討議する「保育・教
育部会」が十数回も開催され、夏
以降は横浜市役所の担当と毎日の
ように連絡を取り合う時期もありま
した。数年前から行政と協会役員
で、研究会を定期的に実施し人間
関係はできていましたので、課題
の抽出と具体的な検討については
早く対応ができました。また、議
会のご理解もあり、「議会」「行政」

「協会」がともに協力し、子ども
や保護者にとって良いものは何か、
歴史的な変化に直面する幼稚園に
とって問題はないかを、議論を重
ねることができました。そのお蔭で、
国の動きに先駆けて、横浜市が処
遇改善の前倒しや、市独自の助成
項目を予算化してくれたことは、あ
りがたいことでした。
　さて、公益社団法人へ移行して
2期4年が経過し、運営委員会、理

平成26・27年度を振り返って
公益社団法人横浜市幼稚園協会 会長　木 元　茂
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財務部長
石 井  政 明

　２月の理事会において無事に予
算（案）の決議を終えることができ
ました。今年度も、協会はもとよ

り各支部におきましても公益社団法人会計基準に則
り、予算書に基づいて執行していただいた結果、公
益社団法人として、事業内容・執行率ともにふさわし
いものとなりました。
　協会では横浜市の補助金に対する監査、および協
会の監事による監査が細部にわたり行われます。そ
の中で、公益法人として、事業に対しての評価の指
摘も厳しくなっております。財務部としても幼児教育
のための研究・研修に重きを置いた予算執行を念頭
に進めてまいりました。また、今年度はじめて開催し
た“就職フェア”に対し、横浜市からも高評価を得て
補助金を獲得することができました。今後も皆様の
ご理解とご尽力をお願い申しあげます。

総務部長
鈴 木 　浩

　今期も前期と同様市協会運営が滞りなくできるよう、各部
や各種委員会と連携を密にしながら進めてまいりました。会員
の皆様にはお忙しい中、協会の活動にご尽力とご支援を賜り

感謝を申し上げます。
　平成26・27年度は新制度に向けて横浜市幼稚園協会として取り組みを継続して
きました。移行園がスムーズとなるよう、私学助成園も県連合会と連携を取りなが
ら事業を進めてまいりました。横浜市と協議を重ね、できるだけ移行のタイミング
や施設給付の請求方法等混乱のないような配慮のお願いをしました。
　横浜型預かり保育平日型の継続と新規園を推進、150園から170園余に増加し
担当者スキルアップのための情報交換の場として「預かり保育担当者研修会」、月
極預かり児の増加によって長時間預かることによる育ちをどう考えるか等の各種問
題認識のための「園長設置者向けの預かり保育研究会」、研修部とともに近年増
え続ける「アレルギーの研修会」、経営管理部とともに新規採用者減少に伴う「幼
稚園フェア」の準備や開催、振興部とともに会場をロイヤルホールに移動しての「新
年意見交換会」の開催で多くの関係者に集まっていただくことができました。あり
がとうございました。これからも総務部として各部や行政との連携を密にしながら
各園が建学の精神のもと、より良い幼稚園教育が実践できるようにさまざまな面
の対応を考え少子化に向けて活動してまいります。今後ともご協力のほどよろしく
お願い申し上げます。

教育研究部長
渡 辺  英 則

　平成26年、27年は、子ども・子
育て支援新制度がスタートし、幼
稚園にはとても大きな変化がある時

期になりました。子ども・子育て支援新制度では、ど
うしても待機児童対策ばかりに注目が集まりがちです
が、「教育」や「保育」という言葉の法的な位置づけ
も含め、幼稚園としての存在価値が問われた変化とも
いえました。
　教育という営みである限り、各々の保育者は自分の
保育を日々高めていく必要があります。幼保小の接続
を考えても、小学校に向けて幼稚園は何を大事に子ど
もを育てる場かという説明責任が問われてきています。
協会で行う研修が保育の質の向上をはかる上でさらに
充実させていかなければならないと感じた２年間とな
りました。これまでの皆様のご支援、ご協力に感謝
いたします。次年度以降、支部や協会の研究活動に、
今以上に多くの若手後継者がかかわって、協会の研究・
研修がさらに活発化することを強く願っています。
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広報部長
内 藤  光 雄
 
　平成26年度、27年度の協会報は、
今年度からスタートした「こども子
育て支援新制度」について木元会

長から複数回に渡り原稿をいただき理解を深めること
となりました。また、今年度は新しいリーフレット「幼
稚園 はじめまして」を０才児の保護者の方にも読んで
いただける内容にと考え発行しました。「幼稚園　は
じめまして」は、子育て中の保護者の方に早い時期か
ら横浜市内の幼稚園の活動を知っていただき、広い
園庭での活動等、より良い環境で過ごすことにより豊
かな成長が得られる幼稚園への入園に、より関心を
高めていただくきっかけになればとの思いで横浜市内
の全子育て支援拠点等に置いていただいています。
　協会報（年６回）発行の度に原稿をお願いしました
先生方、「よこはまのこども」編集委員の皆様、広報
部の皆様、そして協会報「浜私幼」を読んでいただ
いた皆様ありがとうございました。

経営管理部長
松 永  敏 秀

　平成26年度は、「子ども子育て
支援新制度」がスタートするという
ことで、様 な々情報に振り回されつ

つも、「設置者研修会」等である程度（充分とは言え
ませんが）情報発信ができたのではないかと思います。
　平成27年度は、総務部と合同で行った「就職フェア」
に、500名近くの学生の方に参加していただき、初の
試みとしては、まずまずの結果だったと思います。こ
れも会員園の皆様のご協力と経管部の先人の方々が
養成校との関係を太いものにしていただいた結果が
多数の来場者に繋がったのだと思います。
　とはいえ、履歴書公開の申込者数の激減、保育園
との人材の取り合い、学生自身の幼稚園離れ等、採
用活動の状況は、この先、もっともっと厳しいものに
なると思われます。就職フェアと並ぶ履歴書公開に変
わる新しい試みを今後考えていかなければならない
時期にきていると思われます。

幼児教育振興部長
田野岡  由紀子

　幼稚園制度の大改革である子ど
も・子育て支援新制度がスタート
し、各園は、新制度への移行の是

非を短期間で決定しなければならない激動の２年間
でした。
　幼児教育振興部としても、政党への予算要望では、
新制度や認定こども園とは何かを議員の先生方に説
明するところからはじめ、この２年の間に横浜市こど
も青少年局（こ青局）との新制度研究会や、移行した
園の意見交換会などを行いました。運営上の問題点な
どを話し合い、こ青局の担当課長・係長様にもご参
加いただき、行政と共により良い制度になるよう働き
かけてきました。また、地域子育て支援拠点と連携し
て各園の経営に役立てるべく、園長設置者研修会を
行いました。これからも私学助成の園、新制度に移
行した園それぞれが各園の建学の精神のもとに安定
した幼稚園経営ができるよう市当局や議員の皆様に
幼稚園の重要性を強く訴える必要を感じています。

研修事業部長
本 田  俊 章

　平成26・27年度の研修事業部の
事業も無事に終了することができま
した。協会加盟園の先生方のご尽

力のお陰と深く感謝いたします。平成27年度より子ど
も子育て新制度がスタートしましたが、研修を行って
いる中で気になる事がありました。それは今まで保育
園の問題と思っていたことです。家庭環境の悪さが子
どもの生育・成長に影響を与えているという声が保育
者から多くあがりました。その他にも幼児期から小学
校の接続の議論の中でも、乳幼児期の教育が注目を
集めています。様々な課題に直面している中で、それ
ぞれの園の助けになるために、幼稚園協会の研修・
研究活動は益々重要になっています。課題を背負って
いる者同士が力を合わせ、良い方向に多くの園や保
育者が進んでいくことが大切なことではないでしょう
か？
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の挨拶をし、始まりより会は盛り上
がった。そして木元茂会長が挨拶
に立ち、「行政や議員の方々の努力
があってこそ補助金も交付される。
改めて感謝申し上げたい」と述べ
た。続いて渡邊かほり父母の会連
合会会長が登壇し、「五人の子ど
もの子育ての最中だが、父母の会
の活動に携わったことで多くの方々
の支援があることを知ることができ
た。その皆さまに改めて感謝した
い」と挨拶した。そして林文子市
長からは、「横浜の幼児教育の全
てを担っている私立幼稚園の皆さ
まに感謝する。横浜型預かり保育
の実施園も174園に増え、子育て支
援への協力体制もこれまで以上に

　公益社団法人横浜市幼稚園協会
と横浜市幼稚園父母の会連合会主
催の新年意見交換会が、1月26日
㈬ロイヤルホールヨコハマにおいて
開催された。公務多忙にもかかわ
らず林 文子市長をはじめ、行政各
方面の方 、々国会・県会・市会の
各議員の皆さま、養成校の先生方
がお越しくださった。そして今年は
昨年よりさらに多くの園長・設置者
が出席し、本年の協会加盟園の意
気込みを強く示した。
　初めに井上貴恭副会長が壇上に
上り、「一陽来復」を強調した開会

新年意見交換会開催

　昨今の待機児童の増加によ
り、保育園の増設を望む声が

ある一方で、待遇の悪さから保育士が集まらないという
現実があり、社会に閉塞感が生まれています。しかし、
このような時こそ、幼稚園をアピールする絶好の機会で
あるともいえます。全市の７割もが横浜型預かり保育を
行っていることなどは、まだまだ世間に浸透していると
は言えません。各園が自園の魅力を十分に発信しつつ、
来たる平成28年度が、幼稚園にとって追い風の吹く年
になるように願ってやみません。　　（広報部　並河 誠）

の渡辺氏は３才から５才は広い園庭
で身体を使ってあそんで欲しいとの
思いを話し、「子育て中の働く世帯
が高率になっている現状があるが、
もっと幼稚園の良さをアピールする
ことが重要ですよ」というアドバイス
をいただいた。未就園児の保護者
の思いを受け止め、子育て拠点と幼
稚園がもっと連携を取り合って幼稚
園の魅力を発信していくことが大切
である。

（広報部　内藤 光雄）

　子育て拠点は各区に１か所ずつ
設置され、安心して子どもを産み育
て、子育てに喜びを感じ、子育てを
地域で支える地域力を創出すること
を運営の目的にしている。
　“のんびりんこ”の利用は無料で
利用者の９割は０から２才児である。
中区の幼稚園との連携は「ホットお
しゃべりサロン」で幼稚園選びにつ
いて、50組限定で開催。保護者は自
ら幼稚園の情報を得ようとするのは
ハードルが高く公開イベントを実施
して欲しいと考えている。

　“はっち”はエリアの栄、戸塚、
港南、金沢区の幼稚園ガイドの発行
や、出張保育（行政のイベント時等）
を行っている。2000年頃の女性は
結婚妊娠を機に専業主婦へ、子ど
もは７割が幼稚園に入園していた。
しかし現在は就労女性の８割以上
が育休を取得し、１才前に保育園を
探す人が圧倒的に多い。働く家庭の
子が幼稚園に入園するには預かり保
育の実施、保育料についての解りや
すい周知（就園奨励補助金）、新制
度への移行が必要か。一方で講師

強化された。今後とも宜しくお願い
したい」とのご挨拶があった。こ
の後、来賓の各議員、行政の皆さ
まの紹介があり、渡邉眞一先生の
ご発声で乾杯となった。その後、
来賓の養成校、他協会の皆さまの
紹介、父母の会役員のご挨拶と会
は続いた。時が経つほどにテーブ
ルでは幼児教育の議論が盛り上が
り、年の始まりにふさわしい、また
いかにも“ハマの幼稚園協会”らし
い会となった。（広報部　岩崎 泉）

　園長設置者研修会
テーマ：

地域子育て拠点から見た 幼稚園
講　師：
中区地域子育て支援拠点 のんびりんこ 施設長 安田 みゆき 氏
NPO法人ちゅーりっぷ 理事長 渡辺 ひとみ 氏

平成28年2月19日㈮

林 文子
横浜市長

※瑞宝双光章
国及び公共の公務等に長年にわ
たり従事し、功績を挙げられた方
に対して、国家が表彰する勲章。

学校法人内藤学園 上飯田幼稚園 
理事長

内藤 義幸 先生

秋の
叙勲
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